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＜要旨＞ 

本稿は、コンタクトセンターにおけるクレーム率に着目して、優れた企業の特徴を明ら

かにすることを目的とする。本稿は、優れたビジネスシステムの水準は、企業自体の活動

を支える仕組み作り（構造）の水準とその仕組みを用いて実際の活動を推進する力（運営

力）の水準の２つによって決まると想定する。また、同一アウトソーシングサービスを活

用するコンタクトセンター間で顧客からのクレーム率に差がある事実に着目し、その差は

コンタクトセンターの組織力だけでなく企業全体の活動水準の差が変数となっているので

はないかということを問題意識とする。つまり、コンタクトセンターで発生するクレーム

は、コンタクトセンターの応対だけに依存するものでなく、企業活動全体として顧客ニー

ズにいかに対応できるかという問題であるという前提で分析を行う。 

具体的には、コンタクトセンターで発生する顧客クレーム率が企業の顧客満足度を示唆

する変数になると仮定し、次の３点についてアンケート調査結果を用いて分析する。 

①コンタクトセンタークレーム率に影響を与える構造的要因（構造水準の差）を探る 

②‘①’の結果をふまえ、コンタクトセンターの活動に影響を与える活動を特定する 

③クレーム率が低い（満足度が高い）コンタクトセンターを持つ企業はそうでない企業

に比べてどのような違いがあるのか（運営力水準の差） 

以上３つの分析をふまえて、コンタクトセンターを通じて把握される企業の顧客満足度

の差はビジネスシステムのどのような違いに起因するのかを示唆する命題の抽出を行う。 

 

キーワード：コンタクトセンター、顧客満足度、ビジネスシステム、構造と運用 
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第１章．はじめに 
 

１－１．本稿の目的と問題意識 

 

本稿は、コンタクトセンターにおけるクレーム率に着目して、優れた企業の特徴を明ら

かにしようとする研究である。本稿は、優れたビジネスシステム1の水準は、企業自体の活

動を支える仕組み作り（構造）の水準とその仕組みを用いて実際の活動を推進する力（運

営力）の水準の２つによって決まると想定する。また、同一アウトソーシングサービスを

活用するコンタクトセンター間で顧客からのクレーム率に差がある事実に着目し、その差

はコンタクトセンターの組織力だけでなく企業全体の活動水準の差が反映しているのでは

ないかということを問題意識としている。つまり、コンタクトセンターで発生するクレー

ムは、コンタクトセンターの応対だけに依存するものでなく、企業活動全体として顧客ニ

ーズにいかに対応できるかという問題であるという前提で分析を行う。 

具体的には、コンタクトセンターで発生する顧客クレーム率が企業の顧客満足度を示唆

する変数となると仮定し、次の３点についてアンケート調査結果を用いて分析する。 

①コンタクトセンタークレーム率に影響を与える構造的要因（構造的水準の差）を探る 

②‘①’の結果をふまえ、コンタクトセンターの活動に影響を与える活動を特定する 

③クレーム率が低い（満足度が高い）コンタクトセンターを持つ企業はそうでない企業

に比べてどのような違いがあるのかを探る（運営水準の差） 

以上３つの分析をふまえて、企業の顧客満足度の差はビジネスシステムのどのような違

いに起因するのかを示唆する仮説命題の抽出を最後に行う。 

                            
1 ビジネスシステムとは、「結果としてできあがる資源の活動の総体」（根来,2006）のことで

ある。 
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第２章．本稿の分析フレームワーク 
 

２－１．基本的フレームワーク 

 

本稿では、企業が特定の市場に参入し成功する条件を、①意図する顧客に対して価値提

案ができる、②収益を安定的に確保できる仕組みがある、③競争優位性があり差別化を実

現できる、の三点だと考えることにする。これらの条件を満たす為に、企業は自社資源と

独自能力を把握し、それらを最大限効果的に活用できる市場内セグメントを選定し、その

選択したセグメント内で前述した三つを実現するための組織作りと活動を行う。 

前述したように、本稿は、競争優位のための「組織作りと活動」には、企業全体で実行

する仕組み（構造）と実際に実行し続ける力（運営力）について、それぞれの水準が他社

よりも水準が高いことが必要となると想定する。この想定をより詳細化すると、企業が競

争優位性を高めそれを維持継続するポイントは、①企業内部の個々の活動が密接に結びつ

くシステム性の高い仕組み（構造）を作ること、そして②その仕組み（構造）が、企業が

選択した市場のターゲット顧客ニーズに適合すること、③いったん仕組みが構築された後

は、継続的な改善活動によりシステム性を強め競合他社よりも質や価値の高い活動を生み

出す必要がある、という３点となる。 

 

以下では、上記の想定を本稿の分析対象であるコンタクトセンターにあてはめ、競争優

位に貢献できるコンタクトセンターの活動はどうあるべきかについて考えるための基本的

フレームワークについて整理する。 

企業によって、ビジネスモデル2とターゲット顧客層は多かれ少なかれ異なる。ビジネス

モデルとターゲット顧客層が異なると必然的にコンタクトセンターに求められるサービス

水準が異なる。その結果、コンタクトセンターの活動内容と求められる成果基準も異なっ

てくる。つまり、コンタクトセンターは企業の戦略に依存して対象顧客が異なることで求

められる役割期待も異なると考えられる。同時に、コンタクトセンターとは顧客と直接や

                            
2 ビジネスモデルとは、「どのような事業活動をしているか、あるいは構想するかを表現する

＜事業構造＞のモデル（根来,2006）」のことである。 
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りとりする組織機能であり、コンタクトセンターの応対水準は直接的に顧客に伝わると同

時に、顧客からの反応もダイレクトに入ってくると考えられる。 

つまり、コンタクトセンターに期待される役割機能はビジネスモデルが反映する組織構

造に制約されるが、企業間で共通する機能としては企業と顧客を結ぶコミュニケーション

媒介としてターゲット顧客が満足するサービスを提供する顧客対応機能3を持つと考えら

れる。 

以上を整理すると、図表１となる。 

 

 

 

このフレームワークに基づいて、本稿は競争優位の基盤となるビジネスシステムの構造

的水準と運用的水準の差がクレーム発生率に反映すると考える。そして、その反映の内容

について、同一アウトソーシングサービスを活用するコンタクトセンター間のクレーム発

生率の差の要因を定量的に分析することで明らかにする。 

 

 

 

                            
3顧客対応機能とは、顧客が企業と商取引をしたり、必要な情報入手するためのアクセスチャ

ネルの総称である。店舗や営業のような有人対応モデルとインターネットのような無人対応モ

デルがある。有人無人に関わらず双方向性がありコミュニケーション手段として顧客フロント

に位置づけられる機能全体を指す。 
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図表 1：本研究の基本的フレームワーク 
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２－２．「コンタクトセンター有効力」の定義 

 

定量分析に用いる調査票を作成するにあたり、コンタクトセンターが提供する満足度

とはどうあるべきかを整理し、「コンタクトセンター有効力」を定義する。 

企業がつくりあげたビジネスシステムに依存してコンタクトセンターで提供する顧

客満足は異なるだろう。いいかえれば、①コンタクトセンターの位置づけ（役割期待）

は企業全体の様々な活動に依存して決定される。つまりコンタクトセンターの活動はコ

ンタクトセンターと連携する他活動に依存するもしくは制約されると考える。さらに、

②コンタクトセンターは、企業全体活動の基盤となる仕組み（ビジネスシステム）上で

部分システムと連携しながら顧客満足を実現していく。 

同時に、前述したように、 

③コンタクトセンターは、フロント顧客対応機能として位置づけられ、企業と顧客をつ

なぐ情報プラットフォームとして存在する。 

以上をふまえ、本稿の分析対象であるコンタクトセンターを企業の活動システム4内に

位置づけると図表２のようになる。 

 

 

 

                            
4 ビジネスシステムは、資源と活動からなると考えられるが、活動システムとは後者を意味
し、ビジネスシステムの部分をなす。 
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図表 2：コンタクトセンターの活動システム上の位置づけ 
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コンタクトセンターは顧客対応機能として位置づけられ、店舗やフィールド営業など

の有人対応機能以外にもＷＥＢやＡＴＭなどの無人対応などとも並存して顧客サービ

スを提供する。これら顧客対応機能が提供するサービスは顧客が直接的に認知しブラン

ド形成にも影響することから、販売マーケティングやサービス品質を管理する部門の方

針にコンタクトセンターの活動は従うことも多い。一方、販売マーケティングやサービ

ス品質を担う部署の活動もまた製品開発部門の戦略を反映した事業戦略・企業戦略に依

存する。このように相互依存する活動構造を考えると顧客対応機能が提供するサービス

水準は、最終的に企業戦略に制約されることが分かる。また、活動システム上の位置づ

けを見てもコンタクトセンターが提供するサービス内容はコンタクトセンター独自で

決定できるものではない。これらをふまえ、コンタクトセンターが顧客満足に貢献する

にはどのようであるべきかを、企業全体のビジネスシステム内に位置づけて、本稿は考

える。 
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図表 3：コンタクトセンター有効力の定義 
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図表３のようにコンタクトセンターが提供するサービスとは接遇に関する応対力以

外に応対の前提となる仕組みやルールも含まれる総合サービスであると考えられる。そ

してこれらの仕組みやルールはコンタクトセンター独自で設定するのではなく、コンタ

クトセンターと連携する様々な活動を考慮もしくは影響を受けて設定される。よってコ

ンタクトセンターが提供する満足度は、コンタクトセンターを保有する企業全体で提供

する顧客満足度を少なからず反映すると考えることができる。 

つまり、顧客対応機能であるコンタクトセンターは、単体でサービス提供できるもの

ではなく、他の顧客対応機能と多かれ少なかれ連携している。そして個々の顧客対応機

能は、マーケティングや販売を担う部署の活動と連携し、さらに、マーケティングや販

売を担当する部署もまた製造やロジスティックを担う部署とも連携する。さらにコンタ

クトセンターを保有する企業内部署の活動だけでなく、外部企業の活動と連携すること

も十分ありうる。このような様々な活動の組合せの結果、他社に比べて優位ある成果を

出す活動になる場合もあればそうでない場合もあると考えられる。つまり、企業全体の

活動の組み合わせと活動内容に依存して、満足度が高いコンタクトセンターになる場合

もあればそうでない場合もあるのである。 

 

図表 ４：ビジネスシステム構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

顧客フロントを担う

活動

バックヤード機能を

担う活動

自社活動外部企業活動

成果として提供す
るサービスレベル

ビジネスシステム

顧客フロントを担う

活動

バックヤード機能を

担う活動

自社活動外部企業活動

成果として提供す
るサービスレベル

ビジネスシステム

外部企業Ａ

外部企業Ｂ

外部企業Ｃ

活動Ａ

活動Ｂ

活動Ｃ

CC

店舗

WEB

②他社と同等の
サービス提供

①他社よりも顧客の
満足度を得る
サービス提供

③他社よりも劣
るサービス提供



根来・森『コンタクトセンター「クレーム発生率」の影響要因分析』（2006.9） 

10 

 
早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 

このように考えるとコンタクトセンターが実現する顧客満足（＝コンタクトセンター

組織の有効力）とは企業全体で提供する顧客満足を構成する一部であり、コンタクトセ

ンターのみで満足度は実現出来ないと考えることができる。 

以上の想定に立ち、コンタクトセンターの有効力がどのような企業全体の活動メカニ

ズムで変動するのかを分析するため、コンタクトセンターと連携する企業内部門および

外部企業との関連性を以下では定量的に分析する。 
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３章．調査対象の設定 
 

３－１．コンタクトセンター運営モデルと分析対象モデルの選定 

 

１９８０年初頭に登場したコンタクトセンター（当時はコールセンターと呼ばれた）が

一般的に定着したのは、NTT のフリーダイアル（着信者課金サービス）開始以降である。

着信者課金による電話問い合わせ窓口の設置により、ユーザーの意見や要望が企業に集ま

るようになった。そして企業はそれらの情報をもとに製品・サービスの改良およびユーザ

ーニーズを反映した新商品投入を行うようになった。まさにプロダクトアウトからマーケ

ットインへの転換がこの時期に起こった。１９９０年代に入ると、ウィンドウズの誕生に

よりパーソナルコンピューターが普及し、続いて携帯電話が一般に広く普及した。これに

より、ユーザーサポート機能である電話問い合わせ窓口が数多く設置されていった。コン

タクトセンターの登場である。そして、２０００年１０月の金融自由化を皮切りに、コン

タクトセンターは、ユーザーサポートという副次的機能から B to C 商取引の場自身とし

ても活用されるようになり、現在では、ネット銀行・ネット証券などのビジネスでは商取

引のメインチャネルとして重要な役割を担うコンタクトセンターも多数ある。このような

社会背景や技術変化に伴い、コンタクトセンター需要は年々急拡大してきた。以上のよう

に社会変化に応じて発展してきたコンタクトセンターであるが、その運営モデルはあまり

知られていない。ここでは、コンタクトセンター運営モデルを簡単に紹介し、本稿が分析

対象とする運営モデルの選定理由を示す。 

まず、コンタクトセンター運営モデルは、自社運用かアウトソーシングサービスを利用

するかで大きく２つに分類することができる。そして、後者のアウトソーシングサービス

を利用する場合、さらに二つに分類できる。一つは完全に外部委託し発注元企業は毎月の

アウトーシング使用料のみを支払う形態である「フルアウトソーシング」型モデル。もう

一つは、コンタクトセンター組織マネージメントと企画は主体企業（発注元企業）が行い、

実際の窓口対応スタッフ（オペレーター）組織管理と窓口対応はアウトソーシングサービ

ス提供会社が担う「インソーシング」型モデルである。 

この「インソーシング」型モデルと言われる共同運用型モデルが普及したのは１９９５

年以降である。理由は通信や情報技術の発展により、アフターサービスに対する顧客ニー
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ズが高まったことにある。アフターサービスは問題が発生した後の対応を行うので想定外

の問題も多く標準化が難しい。このように標準化しづらく想定外の対応が増えたことによ

り、フロント対応の機能向上とその内容の把握のために主体企業がコンタクトセンターの

運営に参画するようになった。その後、２０００年の金融規制緩和は電話やインターネッ

トによる金融商品販売を可能にし、これを機会に、想定しづらい技術的対応のためだけで

なく、法的にもコンタクトセンターを管理することが義務付けられた。これにより、企業

側の運営関与が必須となり、金融・通信・製造などではインハウス型モデルが採択される

場合が多くなった。 

運営モデル別の特徴を図表で整理すると次のようになる。 
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く、アウトソーシング先の能力を委託元企業が主体性を持って活用していく運営モデル

である。したがって、「インソーシング」型運営のコンタクトセンターの水準は、アウ

トソーシングが標準化されたサービスであると前提とした場合、主体企業のビジネスシ

ステム水準に大きく依存すると考えることができる。そのため、企業間の差を分析する

という本稿の目的を考えると、アウトソーサーの力でなく主体企業の力が大きく反映す

る「インソーシング」型モデルを分析対象とするのがふさわしいと考えた。 
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第４章．アンケート調査 
 

４－１．アンケート調査の目的 

  

 本アンケート調査は、同一アウトソーシングサービス会社が提供するアウトソーシン

グサービスを活用して運営しているインソーシング型コンタクトセンター間のクレー

ム発生率に差がある事実に着目し、クレーム発生率を顧客満足度の代替変数として定量

分析を行うことを目的として設計された。「クレーム発生率」を「顧客満足度」の代替

変数として用いる理由は、コンタクトセンターは通信手段を利用して顧客とやりとりす

る窓口であり、コンタクトセンターで発生するクレームは、応対要員スキルに起因する

もの以外に企業が提供するサービスや商品などに対する要望など多岐にわたるという

事実からである。 

また、「コンタクトセンタークレーム発生率」とは、フロントラインのオペレーターが自

己完結出来ず上長に対応依頼したものをこの業界では一般的に意味する。そして上長が対

応した後、クレーム内容により二次対応依頼先が選定される。この対応依頼先はコンタク

トセンター以外にも社内の担当部署もしくは外部の企業の場合もある。よってコンタクト

センタークレーム発生率の要因元（対応依頼先）を明らかにすることでビジネスシステム

全体のどの部分が要因であるかを特定することが可能であると考えた。 

 

４－２．調査設計 

 

コンタクトセンタークレーム率を決める変数として、以下の３種類を想定した。 

 

①コンタクトセンターが連携する外部企業の活動 

②コンタクトセンターが連携する企業内の活動 

③コンタクトセンター自体の活動 

 

以上３種類の部分システムがクレーム率にどう影響を与えているのかを定量的に分

析検証し、その結果をふまえてさらに具体的な差について検証することにした。 
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まず、コンタクトセンターで発生するクレームがどの活動と最も強い相関性があるか

を確認するために、クレーム発生率を１００％としてそれぞれの活動が要因となる割合

を回答してもらった。コンタクトセンタークレーム率に影響を与える活動を特定した後、

具体的にどのような活動が起因となりクレーム率に影響を与えるかを探ることにした。

これによりコンタクトセンタークレーム率に影響を与える活動の構造的な差を確認す

ることができると考えた。以上を図にすると次のようになる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上を整理した結果、図表７のような設問構成で調査票を作成した。 
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図表 6：クレーム発生率構成 
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図表 7：設問構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３．調査概要 

４－３－１．調査対象 

 

本調査では、運営条件がほぼ同じコンタクトセンター間にクレーム率の差がある理由を

企業全体の活動(ビジネスシステム)の構造と運営の違いに探ることを目的としている。よ

って、分析対象のコンタクトセンター選定においては、①運営条件が大きく異ならない、

②業種が偏らない、という二点を考慮した。 

また、設問回答者の主観性の影響を最大限排除することを配慮し、一つのコンタクトセ

ンターにつき５サンプル（５人の回答者）を採取した。 

回答者選定基準は以下のとおりである。 

 【回答者選定基準】 

クレーム発生要因
となる活動

①外注先ミス

②製造メーカー

③アフターサービス

④外部企業情報

⑤その他

①応対担当部署

②引継ぎ支店・支社

③有人対応部署

④ＩＴチャネル

⑤製品・サービス自体

クレーム誘発
詳細要因

コンタクトセンターコンタクトセンター
クレームクレーム

①連携する
外部企業要因

②連携する
企業内部署

⑥その他

①権限規定・役割

②顧客応対方針

③接続性

④オペレーターマナー

⑤オペレーター知識

⑥その他

③コンタクトセンター
内部

クレーム発生要因
となる活動

①外注先ミス

②製造メーカー

③アフターサービス

④外部企業情報

⑤その他

①外注先ミス

②製造メーカー

③アフターサービス

④外部企業情報

⑤その他

①応対担当部署

②引継ぎ支店・支社

③有人対応部署

④ＩＴチャネル

⑤製品・サービス自体

クレーム誘発
詳細要因

コンタクトセンターコンタクトセンター
クレームクレーム

コンタクトセンターコンタクトセンター
クレームクレーム

①連携する
外部企業要因

②連携する
企業内部署

⑥その他

①権限規定・役割

②顧客応対方針

③接続性

④オペレーターマナー

⑤オペレーター知識

⑥その他

③コンタクトセンター
内部
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①コンタクトセンター運営における基礎知識がある 

⇒設問が正しく理解できる 

②コンタクトセンター運営に参画している 

⇒委託元（主体企業）社員とともにセンター運営に関与している 

③上長対応案件を実際に引き受けて調整手配した経験があり、コンタクトセンターと

連携する業務プロセス全体を把握している 

 

４－２－１．調査設問項目 

調査票原本は、付随資料１に添付しているが設問は次のような構成とした。特筆すべき

箇所のみ簡単に補足説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8 Q1 月間応答件数・平均処理件数・クレーム発生率

9 Q2 クレーム発生要因割合 目的変数

10 ① 連携外部企業要因割合

11 ② 企業内部門要因割合

12 ③ コールセンター内要因割合

13 ① 役割分担設定度 相関①

14 ② 役割分担実行度 相関①

15 ③ 実行度が低い理由 詳細

16 Q5 ① 情報共有の仕組設定度 相関②

17 ② 情報共有対象範囲 詳細

18 ③ 情報共有活用度 相関②

19 Q6 ① 目標管理設定度 相関③

20 ② 目標管理対象範囲 詳細

21 ③ 目標管理設定内容 詳細

22 ④ 目標管理改善度 相関③

23
成
果

Q7 外部評価結果 全体結果の参考情報

受託業務種別

業務内容

センター規模

①説明変数

設問間の関係アンケート設問内容

委託企業名

比較検証参考情報

業務タイプ

契約形態

運営形態

回答者属性

目
標
管
理

Q4

Q3

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
情
報

活
動
状
況

役
割
分
担

情
報
共
有

図表 8：調査票項目 
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（１）プロファイル情報 

分析対象のコンタクトセンター運営状況を把握するために、①企業名、②業種コード（内

部分析用に作成したコード体系一覧より選択）、③業務タイプ、④契約形態、⑤運営形態、

⑥受託業務種別、⑦業務内容、⑧センター規模、の８項目について記述式もしくは選択肢

で回答を依頼した。なお、本情報は分析結果をふまえて詳細比較する参考情報として収集

したものであり、分析対象データとして直接的な活用はしなかった。 

 

（２）活動状況把握 

コンタクトセンター活動水準を測定できると想定される数値を実績値で収集した。各数

値の定義は以下のとおりである。 

 

図表 9：定量数値の定義 

 

 

 

 

 

 

 

収集した実績数値について補足説明する。「クレーム発生率」は、月間コンタクトセンタ

ー応答件数に対して委託元企業がクレームであると認定した件数の割合を意味する。また

この数値は顧客から寄せられた苦情や不満に対してコンタクトセンターで受付対応した件

数である。「月間応答件数」はコンタクトセンターの量的規模を把握し、対象サンプル比較

間で顕著な偏りがないか見極めるために収集した。「応答件数」という表現にしているのは、

本調査対象のコンタクトセンターでは受信業務である場合が多く、回答者が理解しやすい

ようにあえてこの表現を使用した。しかし、発信業務を中心に行なっているセンター担当

者には回答用紙配布時に補足説明を加えた。最後の「平均処理件数」は業務難易度(業務複

雑性)を把握するための追加参考情報として収集した。よって、この数値は直接的には本稿

分析結果に影響を与えていない。 

これらの実績数値を収集した上で「クレーム発生率」を顧客満足度の代替変数として設

「クレーム」と認定され処理された件数÷月間応答件数クレーム発生率

オペレーター一人あたり一時間で処理出来る件数平均処理件数

コンタクトセンターで一ヶ月に対応処理した件数月間応答件数

「クレーム」と認定され処理された件数÷月間応答件数クレーム発生率

オペレーター一人あたり一時間で処理出来る件数平均処理件数

コンタクトセンターで一ヶ月に対応処理した件数月間応答件数
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定し、ビジネスシステムを構成する部分システムのどの部分がコンタクトセンタークレー

ム発生率に最も寄与しているのかを検証することを目的として発生①（コンタクトセンタ

ーと連携する）外部企業要因、②（コンタクトセンターと連携する）企業内部門要因、③

コンタクトセンター自体、に分類し「クレーム発生率」を１００％として要因割合を回答

してもらった。次にそれぞれの部分システムの詳細要因割合も１００％になるように回答

してもらった。 

これら３種類の情報を分析することでコンタクトセンタークレーム発生率に強い影響を

与える活動を特定していく。 

以上のように、コンタクトセンター活動と連携する他活動との構造的関係を分析すると

同時に、構造的な差が活動にどのような影響を与えるのかを探ることを目的とした調査も

実施した。具体的にはコンタクトセンター間の活動差を①役割分担、②情報共有、③目標

管理の三領域で比較分析した。この三領域を設定するにあたり、スタンフォード大学で開

発された「組織 IQ」5［1999]の概念を参考にした。 

 

（３）役割分担 

役割分担に関する設問内容は、①コンタクトセンターが他の部署（他企業と連携がある

場合は他社を含める）と連携する上で担う役割や業務範囲が設定されているか、そして②

実際に設定したルールどおりに運営されているか、の二点である。この二つの設問を設定

した理由は、①の設問は活動全体の構造構築能力について、そして②は実行能力について

それぞれ比較検証するためである。回答方法は、五段階の順序尺度を用い、回答結果に応

じて記述式回答も依頼した。 

 

                            
5 1999年スタンフォード大学にてHaim Mendelsonを中心に開発された組織の意思決定能力

を測る尺度。(1)外部情報（顧客、ライバル企業、技術などに関する情報の感度）(2)内部知識

（組織内の知識共有と組織学習水準）(3)意思決定（迅速に決断する仕組みと決断の速さ）(4)

組織フォーカス（決まった方針に組織全体が経営資源と努力を集中するレベル）(5)知識創造

（創造に向けた支援策）など五次元から構成される。実証研究にても組織IQと経営成果との相

関があることが知られている。 
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（４）情報共有 

情報共有についても調査した。その理由は、企業が何かの活動をするには何らかの意思

決定（戦略）があり、その上で活動が実行される。そう考えると企業が活用する情報の量

と質そして共有する範囲の差が企業活動を支えるビジネスシステムに影響を与えると考え

たからである。 

設問内容は、①情報共有される仕組みの有無、②情報共有範囲、③共有された情報に基

づく改善や再発防止取り組み状況の三種類を設定した。回答方法は五段階の順序尺度を用

い、回答結果によっては詳細な記述も依頼した。 

 

（５）目標管理 

目標管理状況とは、活動成果を数値実績で管理しているかどうかについての設問である。

これは情報共有内容の一部でもあるが、あえてこの部分を詳しく調査した理由は、目標と

実績に対する企業間の改善活動差を把握したいと考えたからである。設問内容は、①目標

設定状況、②目標管理対象範囲、③具体的な目標設定項目、④改善実行状況の４種類とし

た。回答方法は五段階の順序尺度を用い、回答結果によってフリーアンサーによる記述ア

ンケートも加えた。 

 

（６）成果 

調査対象コンタクトセンターを保有する企業が過去にビジネス誌などの顧客満足度調査

において上位評価を受けたことがあるかをフリーアンサー形式で回答してもらった。これ

は分析結果の妥当性を示すために活用する意図で調査したが、回答者間で例示する内容の

レベルに開きがありすぎたため最終的には調査データとして活用しなかった。 
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４－３－３．回答者情報 

 

調査はコンタクトセンターアウトソーシングエージェンシーＡ社に勤務するマネージャ

ー、スーパーバイザ6ーを対象として実施した。回答者の主観性を最大限排除するため一コ

ンタクトセンターにつき５名に回答を依頼し、合計１１４サンプルを回収した。また、最

大限の客観性を保つため、回答者間での相談はしないように依頼した。 

なお、一部のセンターでは業務都合および契約形態の関係からマネージャー･スーパーバ

イザーで５サンプル集められないケースがあり、その場合は特別処置として現場運営に精

通したオペレーター層にも回答依頼をした。回答者属性は次のとおりである。 

 

図表 10：回答者属性 

 

 

 

 

 

                            
6 コンタクトセンターアウトソーシング会社の一般的な役割分担名称。マネージャーはチー
ム全体管理統括、スーパーバイザーは顧客対応窓口管理を担当するものを指す。 

度数分布表
業種 度数 相対度数 累積相対度数
ISP 19 0.1667 0.1667
銀行 14 0.1228 0.2895
証券 14 0.1228 0.4123
生保 16 0.1404 0.5526
製造 31 0.2719 0.8246
損保 20 0.1754 1.0000

サンプル数 114

定量調査対象業種

ISP
17%

銀行
12%

証券
12%

生保
14%

製造
27%

損保
18%

回答者属性

32

69

8
2 3

マネージャー

スパーバイザー

オペレーターリーダー

オペレーター

その他

属性 マネージャー スパーバイザー
オペレーター
リーダー オペレーター その他 合計

回答者数 32 69 8 2 3 114
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４－３－４．分析対象データ 

 

 約２週間の回答期間を経て調査票を回収した。その後、回答結果をチェックし、設問の

誤解釈や回答記入ミスなどは個別に確認して修正を行った。 

その後、収集したデータについて基礎統計量分析を行い、著しい異常値が見られる場合

や業務内容・規模から見て比較対象にならないと判断したデータは除外した。また、コン

タクトセンターあたり５サンプルの回収を依頼したが委託元企業先のセキュリティ上の問

題から１サンプルしか回収出来ないセンターもあったが、データ数も多く収集条件の違い

が結果に大きな影響を与えないと考えられたことと参考情報として比較対象材料になると

判断して分析対象に含めた。 

これらのデータ整理をした結果、１１４サンプル回収したうち１０３サンプルを対象に

分析を行うこととした。 

 

図表 11：分析対象データ 

 

 

 

 

 

 

 

回収データ

調査対象センター数 回収サンプル数

ISP 4 19

銀行 4 14

証券 3 14

生保 3 16

製造 6 31

損保 4 20

合計
24 114

分析対象データ

調査対象センター数 回収サンプル数

ISP 3 13

銀行 4 14

証券 3 14

生保 3 13

製造 6 29

損保 4 20

合計
23 103

回収データ

調査対象センター数 回収サンプル数

ISP 4 19

銀行 4 14

証券 3 14

生保 3 16

製造 6 31

損保 4 20

合計
24 114

分析対象データ

調査対象センター数 回収サンプル数

ISP 3 13

銀行 4 14

証券 3 14

生保 3 13

製造 6 29

損保 4 20

合計
23 103
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４－３－５．分析手順 

分析は回帰分析と検定を中心に以下の流れで進めた。 

 

１）クレーム発生要因分析  

 ①業界別傾向分析 

 ②回帰分析による検証 

 ③重回帰分析検証 

 ④クレーム発生要因分析結果をふまえた仮説命題の抽出 

２）部門間連携の詳細要因分析  

 ①二グループ間傾向分析 

 ②検定による検証 

 ③重回帰分析による検証 

 ④部門間連携の詳細要因分析結果をふまえた仮説命題の抽出 

  ④－１：追加分析 

３）コンタクトセンターの活動システム比較  

 ①カテゴリーデータによる傾向分析 

 ②活動システム分析の結果をふまえた仮説命題の抽出 

 ４）アンケート調査まとめ 
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４－４．分析結果検証 

 

①全体結果サマリー 

定量分析の全体結果は図表１２のようになった。特筆すべき点は、コンタクトセンター

クレーム率に強い影響を与える部分システムは「コンタクトセンターと連携する企業内部

署」という結果となったことである。これは、顧客から寄せられるクレームはコンタクト

センターの対応だけでなく、コンタクトセンターを含む総合サービスに対するものを対象

にしたものが多いからだと推察される。次に、連携する部分システムのうち特に「ＩＴチ

ャネル」がクレーム率と強い相関があることが分かった。これはコンタクトセンターとＩ

Ｔチャネルが相互補完する活動全般に対するクレームが多いからだと考えられる。 

以降、定量分析結果について詳述する。 

 

図表 12：分析結果サマリー 

 

 

 

 

コンタクトセンター
クレーム率

①連携する
外部企業要因

②連携する
企業内部署

③コンタクトセンター
内部

70.0446 663.7422 47.4867

④その他

4.3121

①応対担当部署
②引継ぎ支店
・支社対応

③有人対応 ④ＩＴチャネル
⑤製品サービス

自体
⑥その他

0.413 0.2774 0.0639 ＊0.0348 0.2248 ★検定不能★

0.0949 0.4039 0.0890 ＊0.0168 0.1656 ★検定不能★

ク
レ
ー
ム
発
生
要
因
元

ク
レ
ー
ム
発
生
詳
細
要
因

赤＝重回帰分析ｔ値
青＝マン・ホイットニーＵ検定ｐ値
緑＝ｔ検定ｐ値
グレー＝重回帰分析ｐ値

0.7518 0.7438 0.8501 ＊＊0.0044 0.9578 ★検定不能★

コンタクトセンター
クレーム率

①連携する
外部企業要因

②連携する
企業内部署

③コンタクトセンター
内部

70.0446 663.7422 47.4867

④その他

4.3121

①応対担当部署
②引継ぎ支店
・支社対応

③有人対応 ④ＩＴチャネル
⑤製品サービス

自体
⑥その他

0.413 0.2774 0.0639 ＊0.0348 0.2248 ★検定不能★

0.0949 0.4039 0.0890 ＊0.0168 0.1656 ★検定不能★

ク
レ
ー
ム
発
生
要
因
元

ク
レ
ー
ム
発
生
詳
細
要
因

赤＝重回帰分析ｔ値
青＝マン・ホイットニーＵ検定ｐ値
緑＝ｔ検定ｐ値
グレー＝重回帰分析ｐ値

0.7518 0.7438 0.8501 ＊＊0.0044 0.9578 ★検定不能★



根来・森『コンタクトセンター「クレーム発生率」の影響要因分析』（2006.9） 

25 

 
早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 

②クレーム発生要因分析 （重回帰分析結果） 

以下の仮説にもとづき重回帰分析を用いて検証した。 

仮説：クレーム発生率＝α＋外部連携要因 Ads＋部門間連携要因 Ads＋部門内連携要因

（コンタクトセンター要因）＋その他 Ads 

 

図表 13：重回帰分析結果  

 

コンタクトセンターで発生するクレーム率を１００％として３種類の想定変数の寄与率

を回答してもらうという設問設定である為、全ての要因が統計上は有意となる。その為、

クレーム率と最も強い相関を持つ要因を特定する方法として相関係数とｔ値の比較を用い

て検証した。すると相関係数、t 値ともに部門間連携要因の数値が最も高い値となり、他

要因に比べて強い正の相関があることが確認できた。 

この結果より、「コンタクトセンターと連携する企業内部門間連携」がクレーム発生率に

最も影響する変数であると推察し「コンタクトセンター有効力命題①」を次のように抽出

した。 

 

 

 

 

 

外部企業要因 部門間連携 部門内連携 その他 クレーム率
合    計 0.1418571 0.388127989 0.143567356 0.002001333 0.683833333
平    均 0.01 0.02 0.01 0.00 0.029731885
標準偏差 0.01 0.04 0.01 0.00 0.049894284
サンプル数 23

相関行列 外部企業要因 部門間連携 部門内連携 その他 クレーム率
外部企業要因 1.0000
部門間連携 0.1405 1.0000
部門内連携 0.9080 0.3934 1.0000
その他 -0.0305 -0.1216 -0.1356 1.0000
クレーム率 0.4583 0.9431 0.6695 -0.1262 1.0000

重回帰式
変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｆ　値 Ｔ　値 Ｐ　値 判 定 標準誤差 偏相関 単相関
外部企業要因 0.983440409 0.2029 4906.2528 70.0446 0.0000 ** 0.01404019 0.9982 0.4583
部門間連携 1.040923376 0.8566 440553.7186 663.7422 0.0000 ** 0.00156826 1.0000 0.9431
部門内連携 0.963163856 0.1488 2254.9889 47.4867 0.0000 ** 0.0202828 0.9960 0.6695
その他 1.115103928 0.0044 18.5946 4.3121 0.0004 ** 0.25859628 0.7128 -0.1262
定数項 -8.55285E-06 0.0139 0.1181 0.9073 7.2446E-05

精度
決定係数 1.0000 分散分析表 **:1%有意　*:5%有意
修正済決定係数 1.0000 要 　因 偏差平方和 自 由 度 平均平方 Ｆ　　値 Ｐ　　値 判  定
重相関係数 1.0000 回帰変動 0.057256125 4 0.01431403 260907.134 0.0000 **
修正済重相関係数 1.0000 誤差変動 9.87526E-07 18 5.4863E-08
ﾀﾞｰﾋﾞﾝﾜﾄｿﾝ比 2.5551 全体変動 0.057257112 22
赤池のＡＩＣ -312.8906
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命題① 

企業内の活動間連携が高まるとコンタクトセンターの満足度も高まる 

 

この仮説命題が示唆するポイントは、コンタクトセンター自体の満足度は、コンタクト

センターの活動と連携する様々な活動とのシステム性の高さ（ビジネスシステムの水準）

により変化するという設定である。また、コンタクトセンターと並存する他顧客対応機能

も同じように連携する様々な活動とのシステム性の高さ（ビジネスシステムの水準）によ

り変化すると推察される。 

 

③部門間連携の詳細要因分析 （検定による検証） 

コンタクトセンタークレーム率と最も強い相関がある部分システムは、コンタクトセン

ターと連携する企業内部門活動であることが読み取れた。次に、連携する企業内部門活動

内で最もコンタクトセンタークレーム率に影響を与える活動の特定を試みる。 

本検証に入る前に、②クレーム発生要因分析で回答された企業内部門活動のクレーム発

生要因割合を１００％としてそれぞれの詳細要因を比率換算したグラフを用いて比較傾向

分析を行った。その結果、「ＩＴチャネル」がクレーム率の差に貢献している傾向が見られ、

以下の仮説を設定して検定した。検定手法は、ノンパラメトリック・パラメトリック7両検

定を用いて実施した。 

 

仮説：クレーム率が高い企業グループは低い企業グループに比べて IT チャネル要因率

が大きい 

 

 

 

 

 

                            
7独立した 2群の標本間の量的検定を用いた。また、パラメトリック・ノンパラメトリック両

方の手法を用いている。ｔ検定結果は、等分散性検定有意となり母分散は等しいという帰無

仮説を棄却。仮説は方向性を含んでいるので片側検定結果を観察して判断した。 
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図表 14：ノンパラメトリック検定結果 

 

図表 15：パラメトリック検定結果 

 

 

マン・ホイットニーのＵ検定：対応のない２群

変　数 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 7 7 統計量:U 13 両側検定  -  E(U) 24.5
平均順位 5.8571429 9.1428571 V(U) 61.115385
U1 - U2 36 13 統計量:Z 1.4710335 Ｐ　値 0.1413

変　数 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 7 7 統計量:U 16 両側検定  -  E(U) 24.5
平均順位 8.7142857 6.2857143 V(U) 61.25
U1 - U2 16 33 統計量:Z 1.0860902 Ｐ　値 0.2774

変　数 統計数値表による検定結果 正規化検定結果

サンプル数 7 7 統計量:U 10 両側検定  -  E(U) 24.5
平均順位 9.5714286 5.4285714 V(U) 61.25
U1 - U2 10 39 統計量:Z 1.852742 Ｐ　値 0.0639

変　数 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 7 7 統計量:U 8 両側検定  -  E(U) 24.5
平均順位 5.1428571 9.8571429 V(U) 61.115385
U1 - U2 41 8 統計量:Z 2.1106133 Ｐ　値 0.0348 *

変　数 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 7 7 統計量:U 15 両側検定  -  E(U) 24.5
平均順位 8.8571429 6.1428571 V(U) 61.25
U1 - U2 15 34 統計量:Z 1.2138655 Ｐ　値 0.2248

変　数
サンプル数 7 7

★検定不能です★

Q3②製品など

Q3②その他

Q3②該当部署

Q3②支社など

Q3②ほか窓口
および有人対応

Q3②IT

変数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 統計量:F 1.53725 統計量:t 0.786 統計量:t 0.785959902
平均値 18.8 24.9866667 6.186667 自由度1 4 自由度 8 自由度 7.656701197
不偏分散 187.7 122.100889 自由度2 4 両側Ｐ値 0.4545 両側Ｐ値 0.4556
標本標準偏差 13.700365 11.0499271 2.650438 Ｐ　値 0.6871 片側Ｐ値 0.2273 片側Ｐ値 0.2278

変　数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 統計量:F 2.7498 統計量:t 0.2043 統計量:t 0.204272662
平均値 18.48 20.5066667 2.026667 自由度1 4 自由度 8 自由度 6.569485527
不偏分散 131.252 360.916889 自由度2 4 両側Ｐ値 0.8432 両側Ｐ値 0.8444
標本標準偏差 11.4565265 18.9978127 7.541286 Ｐ　値 0.3508 片側Ｐ値 0.4216 片側Ｐ値 0.4222

変　数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 統計量:F 1.14295 統計量:t 1.0774 統計量:t 1.077364509
平均値 32.4 22 10.4 自由度1 4 自由度 8 自由度 7.9645594
不偏分散 217.42 248.5 自由度2 4 両側Ｐ値 0.3127 両側Ｐ値 0.3129
標本標準偏差 14.7451687 15.7638828 1.018714 Ｐ　値 0.9001 片側Ｐ値 0.1564 片側Ｐ値 0.1564

変　数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 統計量:F 12.8407 統計量:t 1.7202 統計量:t 1.720225496
平均値 2.96 13.44 10.48 自由度1 4 自由度 8 自由度 4.619263609
不偏分散 13.408 172.168 自由度2 4 両側Ｐ値 0.1237 両側Ｐ値 0.1515
標本標準偏差 3.6616936 13.1212804 9.459587 Ｐ　値 0.0298 * 片側Ｐ値 0.0619 片側Ｐ値 0.0758 *

変　数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 統計量:F 1.67252 統計量:t 0.7335 統計量:t 0.733471442
平均値 27.36 19.0666667 8.293333 自由度1 4 自由度 8 自由度 7.5235777
不偏分散 400.048 239.188889 自由度2 4 両側Ｐ値 0.4842 両側Ｐ値 0.4856
標本標準偏差 20.0012 15.4657327 4.535467 Ｐ　値 0.6305 片側Ｐ値 0.2421 片側Ｐ値 0.2428

変　数 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 5 5 ★対象データと比較データの分散が同じ値です★ ★対象データに分散がありません★
平均値 0 0 0
不偏分散 0 0 Ｔ検定
標本標準偏差 0 0 0 ★２群の平均が同じ値です★

Q3②製品など

Q3②その他

Q3②該当部署

Q3②支社など

Q3②ほか有人対応

Q3②IT
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両検定共に、「ＩＴチャネル」が５％水準で有意となった。この結果をふまえて「コンタ

クトセンター有効力命題②」を以下のように抽出した。 

 

命題② 

コンタクトセンターはＩＴチャネルとの活動連携が強化されることで全体的顧客満足

度を高めることができる 

 

コンタクトセンター自体の満足度は、コンタクトセンターの活動と連携する様々な活動

とのシステム性の高さ（ビジネスシステムの水準）により変化する可能性があるというの

が命題①である。命題①をふまえて命題②が示唆することは、コンタクトセンターが連携

する部門システムの中でも特に「IT チャネル」との活動連携の水準（部分システムの水準）

がコンタクトセンター満足度に影響を与える可能性がある。 

 

④コンタクトセンターの活動システム比較  

最後にクレーム率が高い企業と低い企業の活動にはどのような差があるのかをコンタク

トセンター自体の活動比較分析を行い、その結果より企業全体のビジネスシステムの差を

推察する。 

検証項目は、①役割分担（コンタクトセンター運営での職務権限）、②情報共有（トラブ

ル・クレーム対応結果や顧客応対上必要となる企業情報）、③目標管理の３つとした。設問

は全て５段階の順序尺度とし、サブクエスチョン形式であったため全設問に回答があった

データを有効データとして分析対象とした。 

検定手法はパラメトリック・ノンパラメトリックの両方を用いた。ぞれぞれの結果は以

下のとおりである。 
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 図表 16：パラメトリック検定結果 

   

 図表 17：ノンパラメトリック検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役割分担設定 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 1.090786 統計量:t 2.556859 統計量:t 2.560759
平均値 4.266667 3.75 0.516667 自由度1 29 自由度 56 自由度 55.95987
不偏分散 0.616092 0.564815 自由度2 27 両側Ｐ値 0.0133 * 両側Ｐ値 0.0132 *
標本標準偏差 0.784915 0.751542 0.033374 Ｐ　値 0.8235 片側Ｐ値 0.0066 ** 片側Ｐ値 0.0066 **

役割分担実行 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 1.265085 統計量:t 2.228567 統計量:t 2.219431
平均値 3.733333 2.714286 1.019048 自由度1 29 自由度 56 自由度 54.11302
不偏分散 2.685057 3.396825 自由度2 27 両側Ｐ値 0.0299 * 両側Ｐ値 0.0307 *
標本標準偏差 1.638614 1.843048 0.204433 Ｐ　値 0.5347 片側Ｐ値 0.0149 * 片側Ｐ値 0.0153 *

情報共有設定 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 1.366146 統計量:t 1.34469 統計量:t 1.352012
平均値 4.1 3.821429 0.278571 自由度1 29 自由度 56 自由度 55.59599
不偏分散 0.713793 0.522487 自由度2 27 両側Ｐ値 0.1841 両側Ｐ値 0.1818
標本標準偏差 0.844863 0.722832 0.12203 Ｐ　値 0.4180 片側Ｐ値 0.0921 片側Ｐ値 0.0909

情報活用度 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 1.08432 統計量:t 1.726077 統計量:t 1.72853
平均値 2.966667 2.178571 0.788095 自由度1 29 自由度 56 自由度 55.95047
不偏分散 3.136782 2.892857 自由度2 27 両側Ｐ値 0.0898 両側Ｐ値 0.0894
標本標準偏差 1.771096 1.70084 0.070256 Ｐ　値 0.8356 片側Ｐ値 0.0449 * 片側Ｐ値 0.0447 *

目標管理設定 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 2.559463 統計量:t 1.836908 統計量:t 1.808867
平均値 3.733333 3.178571 0.554762 自由度1 29 自由度 56 自由度 44.7426
不偏分散 0.754023 1.929894 自由度2 27 両側Ｐ値 0.0715 両側Ｐ値 0.0772
標本標準偏差 0.868345 1.389206 0.520861 Ｐ　値 0.0148 * 片側Ｐ値 0.0358 * 片側Ｐ値 0.0386 *

改善実行度 　差 等分散性の検定結果 Ｔ検定 Ｔ検定(Welchの方法)
サンプル数 30 28 統計量:F 1.073272 統計量:t 0.630766 統計量:t 0.631549
平均値 2.333333 1.964286 0.369048 自由度1 29 自由度 56 自由度 55.93196
不偏分散 5.126437 4.776455 自由度2 27 両側Ｐ値 0.5308 両側Ｐ値 0.5303
標本標準偏差 2.264164 2.18551 0.078653 Ｐ　値 0.8566 片側Ｐ値 0.2654 片側Ｐ値 0.2651

役割分担設定 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 265 両側検定   -  E(U) 420
平均順位 34.66666667 23.96428571 V(U) 3456.806
U1 - U2 265 575 統計量:Z 2.636296 Ｐ　値 0.0084 **

役割分担実行 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 253 両側検定  -  E(U) 420
平均順位 35.06666667 23.53571429 V(U) 3768.058
U1 - U2 253 587 統計量:Z 2.720556 Ｐ　値 0.0065 **

情報共有設定 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 331.5 両側検定  -  E(U) 420
平均順位 32.45 26.33928571 V(U) 3626.915
U1 - U2 331.5 508.5 統計量:Z 1.469517 Ｐ　値 0.1417

情報活用度 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 290.5 両側検定  -  E(U) 420
平均順位 33.81666667 24.875 V(U) 3757.132
U1 - U2 290.5 549.5 統計量:Z 2.112718 Ｐ　値 0.0346 *

目標管理設定 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 335 両側検定  -  E(U) 420
平均順位 32.33333333 26.46428571 V(U) 3817.985
U1 - U2 335 505 統計量:Z 1.37563 Ｐ　値 0.1689

改善実行度 統計数値表による検定結果 正規化検定結果
サンプル数 30 28 統計量:U 377.5 両側検定  -  E(U) 420
平均順位 30.91666667 27.98214286 V(U) 3499.746
U1 - U2 377.5 462.5 統計量:Z 0.718407 Ｐ　値 0.4725
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両検定で有意となった項目は、①役割分担設定度、②役割分担実行度、③情報活用度の

３つとなった。この結果を解釈すると、①と②の役割分担設定とそれにもとづく実行度に

差があるという結果は、ビジネスシステムを構成する部分システムの構造作りとオペレー

ション実行力に差があることを意味する。また、③の情報活用度に差があることより、情

報が活動意思決定要因として実際に活用される量に比例して全体のビジネスシステムの水

準に差ができるのではないかと推察する。 

上記の推察をふまえて「コンタクトセンター有効力命題③」を以下のように抽出した。 

 

命題③ 

 

企業の活動システム内で情報が共有される範囲と量に比例してビジネスシステムの水

準に差が出る。そしてそのビジネスシステム水準の差は、役割分担を含む構造と実際のオ

ペレーション力の水準の差につながる。つまり、コンタクトセンター含めた活動間の情報

共有と活用における差に比例して構造づくりとオペレーション力の差が生まれ顧客満足

度が変わる。 



根来・森『コンタクトセンター「クレーム発生率」の影響要因分析』（2006.9） 

31 

 
早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 

第５章．命題の意味づけ 
 

５－１．定量分析結果をふまえた定性命題の提示 

 

本稿は、企業活動の構造と運営力の差が競争優位に貢献するという想定に基づき、同一

アウトソーシングサービスを活用するコンタクトセンター間のクレーム率の差は企業全体

の活動水準に依存するという想定のもとにアンケート調査分析を実施したものである。こ

こでは、コンタクトセンターで発生する顧客クレーム率を企業の顧客満足度を示唆する代

替変数と考えている。アンケート調査の結果を定量的に分析した結果、当初設定した３つ

の分析目的に対応した「コンタクトセンター有効力（に関する）命題」を以下のように抽

出することができた。 

 

分析目的 アンケート結果分析より抽出した命題 

①コンタクトセンタークレーム率に影響を

与える構造的要因（構造的水準の差）を探

る 

・企業内の活動間連携が高まるとコンタク

トセンターの満足度も高まる 

②‘①’の結果をふまえ、コンタクトセン

ターの活動に影響を与える活動を特定する

コンタクトセンターはＩＴチャネルとの活

動連携が強化されることで全体的顧客満足

度を高めることができる。 

③クレーム率が低い（満足度が高い）コン

タクトセンターを持つ企業はそうでない企

業に比べてどのような違いがあるのか？

（運営水準の差） 

コンタクトセンター含めた活動間の情報

共有と活用における差に比例して構造づく

りとオペレーション力の差が生まれ顧客満

足度が変わる。 

 

 

以下では、分析目的に対応して設定した「コンタクトセンター有効力命題」の妥当性に

ついて論理的意味づけを探る。 

まず分析目的①に対応したコンタクトセンター有効力命題①は、顧客満足度が高いコン
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タクトセンターとなるにはコンタクトセンター自体のサービス水準が顧客ニーズに適合す

ると同時に他の活動と連携して提供する総合サービス水準も顧客ニーズに適合することが

必要であることを示していると考えられる。つまり、企業が提供する顧客満足度は、企業

全体が提供するサービス品質に依存し、本分析対象であるコンタクトセンターという一
いち

顧

客対応機能が提供するサービスだけに依存するものではないと言える。よって、顧客が直

接的にサービス水準を認識するコンタクトセンターを含めた顧客対応機能の活動水準を向

上するには、その機能を背後で支援する活動、もしくは並存してサービスを提供する他活

動と連携した総合的サービス水準とのバランスを見極めることが重要である。 

コンタクトセンター有効力命題②は、命題①で提示した顧客対応機能と連携する活動の

中でも特に「ＩＴチャネル」との連携水準がコンタクトセンタークレーム率に影響を与え

るというものである。「ＩＴチャネル」とは、ＷＥＢやＩＶＲなど情報技術を活用してサー

ビス提供するものを指す。「コンタクトセンター」と「ＩＴチャネル」の活動連携がコンタ

クトセンタークレーム率に影響を与える要因としては次のようなことが考えられる。例え

ば、ビジネスモデルによっては顧客対応機能のメインチャネルがＷＥＢである場合がある。

このようなビジネスモデルの顧客は、ＷＥＢによる自己解決を前提として解決出来ない場

合にコンタクトセンターを利用するというケースが多い。さらに具体的な例を挙げると、

ネット証券・ネット銀行などは意図的に顧客サービスをＷＥＢで展開し、最大限無人化し

たサービスを提供することで低価格手数料を設定している。よってこれらの顧客はＷＥＢ

の機能やサービスに対して高いレベルを期待し、ＷＥＢ機能サービスが顧客のニーズに満

たない場合はコンタクトセンターに同等のサービスレベルを求める。このような理由から

コンタクトセンターとＩＴチャネルには強い関係が見られると推察する。 

コンタクトセンター有効力命題③は、クレーム率が低い企業は高い企業に比べ①役割分

担設定度、②役割分担実行度、③情報活用度の３領域に差がある可能性を示す。役割分担

設定と実行は、組織が仕組みを作り活動を行なうには必要不可欠な要素であると考えられ

る。役割分担という仕組み(構造)が整備され、その上で継続的な活動が実行されることで

活動水準が高まることは製造分野の実証研究でも取り上げられている。一方、その基盤と

なる活動システムが強いものになるには、継続的な活動改善が必要となると同時にどの部

分を改善するかの意思決定材料となる情報が必要となる。このように考えると、クレーム

率を代替変数として顧客満足度の差と情報活用度の差に相関があることは納得できる。 

最後に、本稿ではアンケート調査設問設定にあたり分析視点を整理し、コンタクトセン
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ターが実現する満足度について次のように整理した。 

 

「コンタクトセンターが実現する顧客満足（コンタクトセンター組織の有効力）とは

企業全体で提供する顧客満足を構成する一部であり、コンタクトセンターのみでは高い

満足度は実現できない。」 

 

抽出されたコンタクトセンター有効力命題は、顧客満足度の差はコンタクトセンターと

連携する他活動で構成するジネスシステム水準の差であり、そのビジネスシステム水準の

差は連携する活動間で共有される情報量の差が導く構造と活動の差であることを示す。 

これによりコンタクトセンターの満足度を向上させるには連携する他活動の考慮なしに

は実現できないと説明できる。よって抽出された命題は、本稿全体のフレームワークとな

る分析視点に対しても整合的である。 
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第６章．今後の課題 
 

課題１：「ＩＴチャネル」と「コンタクトセンター」の補完関係について 

 

アンケート調査にてクレーム率に影響を与える部門間連携のうち「IT チャネル」要因が

最も影響を与えるという結論からコンタクトセンター活動はＩＴチャネルの活動との関係

が深いという示唆を得た。そしてその背後にはコンタクトセンターとＩＴチャネルが相互

に代替手段としての補完関係があることが反映していると指摘した。ＷＥＢチャネルは顧

客にとって利便性や迅速性という理由で魅力的な顧客対応機能になりつつある。一方、Ｗ

ＥＢは企業にとっては無人対応によるコスト削減ツールとして魅力的な機能でもある。 

今後の更なる発展的研究課題として、コンタクトセンターのような有人対応チャネルと

無人対応チャネルの組み合わせモデルと顧客満足度との相関性をビジネスモデル別に検証

していきたいと考える。経験則よりチャネル選択の優先順位はビジネスモデルに依存し、

そのモデルにフィットしたチャネル戦略が顧客の全体満足度に影響を与えると推測できる。 

 

課題２：「構造」重視か？「運用」重視か？ 

本研究では「構造作り」と「運用」が等しく重要であるという前提で調査を行なった。

しかし、企業を取り巻くビジネス環境により両者の重要性のバランスは変化するだろう。 

コンタクトセンター運営においても製品ライフサイクルが短い、競争プレーヤーが頻繁

に変わるような市場にあるコンタクトセンターではしっかりした「構造（ルールや作業手

順）」を作るよりも変化に柔軟に対応する「運営」重視の組織作りをする方が効果的な場合

がある。コンタクトセンターを取り巻く市場環境とビジネスモデルをグループ分けした研

究も今後必要である。 
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【付属資料：調査票】 

 

【回答者情報】 

あなた自身の立場を下記からお選びください。 

 

 担当 補足説明 

□ マネージャー  

□ スーパーバイザー  

□ オペレーターリーダー ＯＰではあるがＳＶ支援的な役割を担って

いる 

□ オペレーター  

□ その他 ※ 空白に内容を記入願います※ 

 

 

 

【プロファイル情報】 

 

委託企業名 

 

 

 

業種コード 

（コード表から選択） 

※コード表参照※ 

業務タイプ 

（あてはまるもの選択） 

 

1．B to C    2．B to B    3．両方 

 

契約形態 

（あてはまるもの選択） 

 

1．業務委託    2．派遣      3．その他 

 

運営形態 

（あてはまるもの選択） 

1．当社のみで運営     2．お客様企業内での運営 

 

3．お客様企業社員が常駐  
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受託業務種別 

（あてはまるもの選択） 

1．インバウンド  2．アウトバウンド  3．事務センター 

 

（受信）業務内容 

（あてはまるもの選択） 

 

1．故障受付 2．事故受付 3．事務 4．受注 5．資料受付 

 

6．注文・問合せ 7．通販受注 8テクニカル 

 

9．見積り資料受付 10．料金問合せ 11．情報照会・変更 

 

12．その他（                     ） 

 

（発信）業務内容 1． 獲得 2．督促 3．案内 4．フォロー 5．調査 

 

6．その他（                     ） 

 

合計規模  

1．50 席未満   2．50 席以上 100 席未満  3．100 席以上 

 

 

【コンタクトセンター活動システム難易度検証】 

 

Ｑ１：あなたのコンタクトセンターの月間応答件数とクレーム発生率 

（過去６ヶ月の平均。ブース開設６が月未満の場合は月次平均）を教えてください。 

 

※定義※ 

・月間応答件数 ＝オペレーター接続件数 

・クレーム発生率＝「クレーム対応」として処理された件数÷① 

 

 

 

 

月間応答件数 平均処理件数 

／１op１時間あたり

クレーム発生率 

 

      件 

 

 

       ％ 
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Ｑ２：あなたのコンタクトセンターで発生するクレームの発生要因についてお伺いします。 

 

下記表の割合合計が１００％になるように記入して下さい。複合要因の場合は、主な要因を発

生要因としてください。 

     

 発生要因 事例（たとえば・・・） 割合 

① あなたが所属しているコンタクトセ

ンターと業務上連携する外部の企業が

原因となってクレーム・トラブルに発生

する割合 

・資料受付にて発送した資料の宛名

が違う等、他の外注先のミスによる

クレームｅｔｃ 

％

② あなたが所属しているコンタクトセ

ンターと業務上で連携するお客様企業

内の部署が原因となってクレーム・トラ

ブルに発生する割合 

・携帯電話の請求書問い合わせにつ

いて料金担当から折返し対応となっ

ていたのに約束が守られてなかった

ｅｔｃ 

％

③ あなたのコンタクトセンター内の応

対および運用が問題で発生する割合 

・オペレーターの対応そのものが悪

い 

・二次対応を受け継いだ社員の対応

が悪い 

・窓口と社員の連携が悪く、お客様

をお待たせしてしまった 

％

④ その他 

※発生割合が高い事例を挙げてくだ

さい※ 

 

 

 

％

 合計が 100％になるようにしてください 100％ 
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Ｑ３：それぞれの発生要因別の詳しい内容をお聞かせください 

①あなたが所属しているコンタクトセンターと連携する外部企業が原因で発生するクレーム・ト

ラブルの理由別発生率について、下記割合１００％になるように分類してください。 

 

具体的要因 発生割合 

・データ入力や商品・資料発送を担当している外注先のミスによるもの 

 ％

・販売している商品を作っているメーカー側の問題によるもの 

 ％

・修理や手配などのアフターサービス提供会社の対応によるもの 

 ％

・外部の企業が提供する情報の正確性に起因するもの 

 ％

・その他 

 ％

合計が 100％になるようにしてください  

１００％ 

 

   ・その他の場合は簡単に事例を挙げてください。 
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②あなたが所属しているコンタクトセンターと連携する他部署（お客様企業内のほかの部署）が

原因で発生するクレーム・トラブルの理由別発生率について、下記割合１00％となるように分類

してください。 

 

具体的要因 発生割合 

・お客様からの問合せ内容に対して該当部署からの連絡となった際、その

説明が不十分であった、約束の時間に対応連絡しなかった等が原因のもの ％

・担当する支社・支店・営業所などへ引き継いだ後の対応に起因するもの 

％

・あなたのコンタクトセンター以外の窓口や有人対応する部門の対応に起

因するもの ％

・インターネットが使いにくいなどお客様サービスとして提供しているＩ

Ｔ（ＷＥＢなどシステム的顧客サービスの仕組み）に起因するもの ％

・お客様企業が提供するサービスや製品そのもの自体のクレーム 

 ％

・その他⇒次ページに事例を挙げてください 

１００％

合計が 100％になるようにしてください 

１００％

 

 

その他の場合は簡単に事例を挙げてください。 
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③あなたのコンタクトセンター内の応対が要因となって発生するクレーム・トラブルの理由につ

いて、あてはまる内容を１００％となるように割り振ってください。 

 

具体的要因 発生割合 

・運営窓口と社員間のエスカレーションフローや権限規定が不明確であ

ることに起因するもの 

 

％

・オペレーター対応において設定されているルールや方針に起因するも

の（例：返金条件にお客様が納得しないｅｔｃ） 

 

％

・電話がつながらない、ＩＶＲが分かりにくい等のコンタクトセンター

接続性に起因するもの 

 

％

・オペレーター自体の応対や印象に起因するもの 

（例：言葉づかいやマナーが悪いなど電話応対の基本に関するものｅｔ

ｃ） 

 

％

・オペレーターの回答が不明確、間違った応対をしたなど明らかに業務

知識不足に起因するもの 

 

％

・その他合計が 100％になるようにしてください 

％

合計が 100％になるようにしてください 

１００％

 

その他の場合は簡単に事例を挙げてください。 
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【コンタクトセンター役割分担】 

 

Ｑ４：あなたのコンタクトセンター役割分担について教えてください。 

①あなたのコンタクトセンターは他の部署（他企業と連携がある場合は他社を含める）と連携する上

で担う役割や業務範囲は設定されていますか？あてはまるものにチェックを入れてください。 

 

設定されてない              どちらでもない          明確に設定されている 

   1       ２      ３      ４      ５ 

 

②①の設問で‘4あるいは 5’と回答された方、実際の運営では、定められた業務範囲や役割に基づ

いて運営されていますか？  

 

運営されてない               場合による           運営されている 

    1      ２       ３     ４       ５ 

 

③②の設問で ‘１’または‘２’と回答された方、その理由はどうしてですか？分かりやすい事

例があれば教えて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



根来・森『コンタクトセンター「クレーム発生率」の影響要因分析』（2006.9） 

43 

 
早稲田大学 IT 戦略研究所 ワーキングペーパー 

Ｑ５：情報共有について教えてください。 

①お客様とのトラブルやクレームが発生した場合、その内容・経緯・要因といった情報共有される仕

組みはありますか？下記にあてはまるものにチェックを入れてください。 

 

  全く無い                場合による           明確な仕組みがある  

     1       ２      ３       ４      ５ 

 

②①の設問で‘4’または‘5’と回答された方にお聞きします。情報はどの範囲で共有されています

か？下記にあてはまるものにチェックを入れてください。 

 

□ ・外部企業含めてコンタクトセンターと連携する部署全て 

・  

□ ・コンタクトセンターと連携するお客様企業内部署全て 

 

□ ・コンタクトセンター内のみ 

 

 

③①の設問で‘4’または‘5’と回答された方にお聞きします。その情報が共有された後、改善や再

発を防止する取組みはされていますか？  

 

全くされない               場合による               常に改善実行 

   1       ２      ３      ４       ５ 
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Ｑ６：目標管理状況について教えてください。 

①コンタクトセンター含めてお客様対応する部署全てに定量目標が設定されていますか？ 

※ここで言う‘目標’とはお客様企業と当社と相互理解の上設定しているものです。当社内部運用改善 

のための目標は含めません※  

 

     全くない                    場合による                  設定されている 

     1      ２      ３      ４       ５ 

 

②①の設問で‘4’または‘5’と回答された方、目標設定はどの範囲の部署まで設定されています

か？該当する物にチェックをお願いします。 

 

□ ・外部企業含めてコンタクトセンターと連携する部署全て 

□ ・コンタクトセンターと連携するお客様企業内部署全て 

□ ・コンタクトセンター内のみ 
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③①の設問で‘4’または‘5’と回答された方具体的にどういった目標設定がされています。あて

はまるものすべてにチェック してください。あてはまらなければその他を選び、どのような目標設

定されているかをご記入ください。 

 

 

□ サービスレベル 

（２０秒以内で接続７0％ｅｔｃ） 

□ 応答率 

□ 放棄率 

 

□ 平均保留時間 

□ 平均保留回数 

 

□ 平均通話時間 

□ 平均後処理時間 

 

□ オペレーター稼働率 

□ 

 

クレーム発生率 □ 

 

その他 

   

  ⇒‘その他’の内容   

 

 

 

④①の設問で‘4’または‘5’と回答された方にお聞きします。目標に対する実績をもとに 

運営改善に取り組んでいますか？  

 

全くされていない           どちらでもない         常に改善実行されている 

1      ２      ３      ４      ５ 
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Ｑ７．最後に、お客様企業は過去に顧客満足に関する外部機関の評価（雑誌やＷＥＢなどのコンタ

クトセンター満足度調査ｅｔｃ）で取り上げられたことはありますか？もしあればそれは何です

か？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ご協力ありがとうございました。 
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